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はじめに 
 

 本報告書は、2016年度に上海社会科学院と共同で実施した「『一帯一路』構想とその中

国経済への影響評価」政策提言研究会の 1年目の成果である。 

 研究会の問題意識は、2015年度に実施した「中国の自由貿易試験区―現状と展望」のそ

れを継承し、自由貿易試験区とほぼ同時期に提唱されながら、別物であるかのように認識

されてきた「一帯一路」構想（以下、構想。中国語は、倡议：イニシアチブ）を取り上げ、

その現状把握と中国経済へのインパクト、ひいては日本にとっての政策的インプリケーシ

ョンを探るというものであった。 

とはいえ、研究会の企画の段階においては、当該テーマに関して得られるデータや政策

情報が限られることが予想されたため、2014年に上海自由貿易試験区に関する共同研究を

実施した上海社会科学院と再び共同研究を実施して、情報収集の幅を拡げることを企図し

た。同院の研究者とは 2016年 5月以降に打ち合わせを重ね、途中、変遷はあったものの、

以下のテーマを中心に材料を収集し、分析することで合意した。括弧内は、担当者を示し

ている（上海社会科学院は上海、アジア経済研究所はアジ研と略記）。 

第 1は、構想の下で貿易、エネルギー、金融の分野でどのような協力スキームが形成さ

れているかを確認・整理することである（上海・国際貿易制度研究者、中国の対外貿易研

究者、中央アジア研究者）。 

第２は、構想の効果のケーススタディとして、鉄道建設が中国経済や建設地各国にもた

らす効果について IDE-GSMモデルを用い、ASEANでのプロジェクトについて推計すること

である（アジ研・GSM研究者）。 

第３は、構想関係国における物流インフラ整備情況と中国企業の中央アジア、東南アジ

アへの進出状況を確認し、インフラ整備が産業集積の形成に向かうのか、その可能性につ

いて分析することである（アジ研・中国企業研究者）。 

第 4は、アジアインフラ投資銀行（AIIB）等の融資実績を確認することである（上海・

国際金融研究者）。 

上記テーマについては、本報告の各章がほぼカバーして分析を行っている。本報告書で

は、以上の分析に加えて、総論部分として主査の大西が構想の現状について紹介する論稿

を執筆した。 

最後に、1年間の研究成果について概括的に紹介しておきたい。第 1に、中国と構想関

係国との間では、すでに多くの分野で協力スキームが構築されていることが判った。エネ

ルギー分野に加えて、貿易・投資分野、金融協力分野のスキームが存在する。今後は、こ

れらの個別スキームを多国間スキームにバージョンアップすることが課題となろう。第 2

に、交通インフラのうち、特に海上部分ではすでに大規模投資が実施されており、中国の
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存在感が高まっていることが確認できた。また、陸上部分でも、中国・ASEAN間の鉄道建

設は、両者にとって効果があると推定できるとのシミュレーション結果が得られた（注：

鉄道建設による産業集積効果の理論的説明については、下記後閑論文を参照）。 

こうしたインフラ整備と並行して中国企業の直接投資も増加しつつある。中国政府は、

中国企業の投資を誘致するために「域外貿易合作区」という名の工業団地を多数設立して

いる。第 4に、アジアインフラ投資銀行の融資案件については、実績はまだ少ないものの、

アジア開発銀行（ADB）など既存の金融機関との協調融資が始まっている。資金規模からし

て、今後、徐々にその存在感を高めていくことは間違いないであろう。 

  

なお、本報告書の内容は、執筆者個人の見解であり、所属機関を代表するものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）GOKAN Toshitaka (2016) “On the sustainability of a monocentric city: Lower 

transport costs from new transport facilities” IDE discussion paper No. 548 
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